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3. 強震観測記録に基づく建築物の振動特性の評価 

 

3.1 はじめに 

 独立行政法人建築研究所では、建築物の耐震安全性の向上に関する研究活動の一環として、全国 74

カ所に強震計を設置し、観測を行っており、東北地方太平洋沖地震では多くの貴重な記録が得られた。

本報告では、超高層建築物・免震建築物・中低層一般建築物で得られた強震記録を用いて、一般的に

建築物全体系の健全性指標として用いられる建築物の振動特性である固有振動数と減衰定数の評価を

行う。固有振動数と減衰定数が、東北地方太平洋沖地震の最中とその前後に、どのように変化したか

を明らかにする。 

 

3.2 超高層建築物の振動特性 

 ここでは、東北地方太平洋沖地震本震などにおける建築物内の強震観測記録を用いて、超高層建築

物の振動特性の同定を行う。適用した同定手法は、部分空間法のひとつである N4SID 法（Numerical 

algorithm for Subspace based State-Space System IDentification method）3-1)である。 

 なお、強震観測に用いられる加速度計は観測対象建築物の軸に合わせて設置しているため、加速度

計の設置方位は観測地点ごとに異なり、必ずしも東西、南北とは一致しない。このため、計測方向は、

水平成分の場合は方位を北から東回りの角度(単位は度)として 3桁の数値で表記している。例えば、

北は“000”、東は“090”、南は“180”、西は“270”となる。いずれも、その方向に加速度が生じたと

き正の値が記録される。以下の図中に現れる”074 方向”などの表記は計測方向を表している。（3.3

と 3.4も同様） 

 

3.2.1 対象建築物 

 同定の対象としたのは、独立行政法人建築研究所が観測している超高層建築物 10棟である。概要を

表 3.2-1に示す。 
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表 3.2-1 対象建築物 

名称 所在地 Δ (km) IJMA 
階数 

構造形式 
地上 地下 塔屋 

建物 A 宮城県 175 5.2 15階 2階 2階 鉄骨造ラーメン構造 

建物 B 埼玉県 378 4.4 26階 3階 2階 極軟鋼制振鋼壁付き鉄骨ラーメン構造 

建物 C 東京都 380 4.3 19階 2階 1階 鉄骨ブレース付き鉄骨ラーメン構造 

建物 D 東京都 386 4.2 21階 4階 1階 
極軟鋼制振鋼壁および粘性体制震壁付き

鉄骨ラーメン構造 

建物 E 東京都 386 4.4 20階 3階 1階 偏心 K型ブレース付き鉄骨ラーメン構造 

建物 F 東京都 386 4.4 20階 3階 1階 偏心 K型ブレース付き鉄骨ラーメン構造 

建物 G 神奈川県 412 -
#1

 23階 3階 1階 偏心 K型ブレース付き鉄骨ラーメン構造 

建物 H 大阪府 759 2.9 15階 3階 3階 鉄骨ブレース付き鉄骨ラーメン構造 

建物 I 大阪府 770 3.0 52階 3階 3階 
X方向：鉄骨ﾗｰﾒﾝ構造 

Y方向：ブレース付き鉄骨ﾗｰﾒﾝ構造 

建物 J 東京都 385 4.4 37階 1階 0階 鉄筋コンクリート造ラーメン構造 

   注) Δ: 震央距離, IJMA : 計測震度(3成分の加速度記録から気象庁の方法で算出) 

   #1 N303°E(H2)成分欠測のため、算出せず。 

  *建物 Dおよび Jは、得られた全ての強震記録を対象に同定を行った。他は東北地方太平洋沖地震本震のみを対象 

  に同定を行った。 

 

3.2.2 システム同定の概要 

入力（地下階または 1階）と応答（上層階）の加速度記録を用いて、システム同定手法により固有

振動数と減衰定数の同定を行う。地震動データに対して N4SID法 3-1)によるパラメータ同定を行う。 

システムの次数（モデル次数）が nstatesである nin入力 nout出力モデルの離散時間システムの状態空

間表現は、次式で与えられる。 

𝐱𝐤+𝟏 = 𝐀𝐱𝐤 + 𝐁𝐮𝐤 
 

𝐲𝐤 = 𝐂𝐱𝐤 + 𝐃𝐮𝐤 
 

但し、       は状態ベクトル、     及び      は入出力ベクトル、 

 、      、      、       は定数行列。 

入力信号 uk及び出力信号 ykから、システム特性行列 A,B,C,Dを推定する。得られた行列 Aの固有値問

題を解くことにより、伝達関数の極 pjから次式により j次の固有振動数 fjと減衰定数 hjを推定する。 
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モデル次数に関しては、次数を 20から 60に変化させて、インパルス応答のハンケル行列の特異値が

急に小さくなるような次数を選択した。 

𝐱𝐤 ∈ 𝕽𝑛𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑠   𝐮𝐤 ∈ 𝕽𝑛𝑖𝑛     𝐲𝐤 ∈ 𝕽𝑛𝑜𝑢𝑡  

𝐀 ∈ 𝕽𝑛𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑠 ×𝑛𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑠   𝐁 ∈ 𝕽𝑛𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑠 ×𝑛𝑖𝑛   𝐂 ∈ 𝕽𝑛𝑜𝑢𝑡 ×𝑛𝑠𝑡𝑎𝑡𝑒𝑠  𝐃 ∈ 𝕽𝑛𝑜𝑢𝑡 ×𝑛𝑖𝑛  
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3.2.3 振動特性の同定結果 

(1) 建物 A 

建物 Aは宮城県に建設された 17階建ての鉄骨造建築物で、建築物にダンパ等は設置されていない。 

図 3.2-1(a)に東北地方太平洋沖地震本震の加速度記録を、図 3.2-1(b)に東北地方太平洋沖地震本

震のスペクトル比（15F/B2F）を示す。0.5Hz付近に 1次モードのピークが、1.6Hz付近に 2次モード

のピークが見られる。得られた強震記録を 30秒ごとに 10分割して、区間ごとに固有振動数と減衰定

数を求めた。同定結果を図 3.2-1(c)と図 3.2-1(d)に示す。入力層の最大加速度は 150gal程度である

が、1 次振動数と 2 次振動数はほぼ一定の値をとっており、地震の最中に固有振動数はほとんど変化

していないことが分かる。減衰定数については、ばらつきがあるものの、地震動のレベルが大きくな

るにつれて、減衰が大きくなり、主要動を過ぎると減衰が低く安定する傾向が見られる。 
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図 3.2-1(a)  B2Fと 15Fの加速度記録 

 

 

図 3.2-1(b)  フーリエスペクトル比(15F/B2F) 
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図 3.2-1(c) 2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(074方向) 

 

 

図 3.2-1(d)  2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(164方向) 
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(2) 建物 B 

建物 B は埼玉県に建設された 26 階建ての鉄骨造建築物で、建築物に履歴型ダンパーが設置されて

いる。 

図 3.2-2(a)に東北地方太平洋沖地震本震の加速度記録を、図 3.2-2(b)に、東北地方太平洋沖地震

本震のスペクトル比（P1F/B3F）を示す。0.4Hz付近に 1次モードのピークが、1.1Hz付近に 2次モー

ドのピークが見られる。得られた強震記録を 30秒ごとに 10分割して、区間ごとに固有振動数と減衰

定数を求めた。同定結果を図 3.2-2(c)と図 3.2-2(d)に示す。1次振動数と 2次振動数は、地震の最中

に初期値に比べて 10％程度低下している。1次減衰定数については、ばらつきがあるものの、主要動

付近で 5-10%程度に上昇する傾向が見られる。これは、履歴型ダンパーが若干塑性化している影響と

考えられる。 
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図 3.2-2(a)  B3Fと P1Fの加速度記録 
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図 3.2-2(b)  フーリエスペクトル比(P1F/B3F) 
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図 3.2-2(c)  2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(340方向) 

 

 

図 3.2-2(d)  2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(070方向) 
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(3) 建物 C 

建物 C は東京都に建設された 19 階建ての鉄骨造建築物で、建築物にダンパー等は設置されていな

い。 

図 3.2-3(a)に東北地方太平洋沖地震本震の加速度記録を、図 3.2-3(b)に、東北地方太平洋沖地震

本震のスペクトル比（P1F/B1F）を示す。0.5Hz付近に 1次モードのピークが、1.5Hzと 1.7Hz付近に

2次モードのピークが見られる。得られた強震記録を 30秒ごとに 10分割して、区間ごとに固有振動

数と減衰定数を求めた。同定結果を図 3.2-3(c)と図 3.2-3(d)に示す。1次振動数は、地震の最中に初

期値に比べて 10-15％程度低下している。1次減衰定数については、ばらつきがあるものの、1-4%前後

の値をとっている。 
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図 3.2-3(a)  B1Fと P1Fの加速度記録 
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図 3.2-3(b)  フーリエスペクトル比(P1F/B1F) 
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図 3.2-3(c)  2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(000方向) 

 

 

図 3.2-3(d)  2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(090方向) 
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(4) 建物 D 

建物 D は東京都に建設された 21 階建ての鉄骨造建築物で、履歴型ダンパーと粘性ダンパーが設置

されている。 

図 3.2-4(a)に東北地方太平洋沖地震本震の加速度記録を、図 3.2-4(b)に、東北地方太平洋沖地震

本震のスペクトル比（21F/B4F）を示す。0.5Hz付近に 1次モードのピークが、1.5Hz付近に 2次モー

ドのピークが見られる。得られた強震記録を 30秒ごとに 10分割して、区間ごとに固有振動数と減衰

定数を求めた。同定結果を図 3.2-4(c)と図 3.2-4(d)に示す。1次振動数は、地震の最中に初期値に比

べて 10％程度低下している。1次減衰定数については、ばらつきがあるものの、振幅の小さい範囲で

は 2%前後の値をとっているのに対し、振幅が増加すると減衰も 4%程度に増加している。 

本建築物においては、2003年 5月より継続的に強震観測を行っており、東北地方太平洋沖地震本震

を含め約 360の記録が得られている。これらの全ての記録を用いてシステム同定を行い、建築物にお

ける振動特性の時系列変化を、図 3.2-4(e)～図 3.2-4(f)に示した。固有振動数については、東北地方

太平洋沖地震本震を境にして、5-10%程度低下していることが分かる。減衰定数は、東北地方太平洋沖

地震本震前後で、明確な変化は現れていない。最上層の最大加速度と固有振動数・減衰定数との関係

を図 3.2-4(g)～図 3.2-4(h)に示す。図 3.2-4(g)においては、1次固有振動数の明確な振幅依存性が見

られ、地震の前後で振動数が 5%程度低下していることが分かる。図 3.2-4(h)の減衰定数は、ばらつき

が大きいものの、加速度が大きいほど減衰定数が大きくなる傾向が見られる。また、減衰定数の振幅

依存性に関しては、東北地方太平洋沖地震の前後で明確な差は見られなかった。 
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図 3.2-4(a)  B4Fと 21Fの加速度記録 
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図 3.2-4(b)  フーリエスペクトル比(21F/B4F) 

 

 

図 3.2-4(c)  2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(208方向) 
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図 3.2-4(d)  2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(298方向) 
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図 3.2-4(e)  2011年東北地方太平洋沖地震前後の固有振動数の変化(208方向) 
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図 3.2-4(f)  2011年東北地方太平洋沖地震前後の減衰定数の変化(208方向) 
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図 3.2-4(g)  最上層の最大加速度と 1次固有振動数の関係(208方向) 
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図 3.2-4(h)  最上層の最大加速度と 1次減衰定数の関係(208方向) 
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(5) 建物 E 

建物 E は東京都に建設された 20 階建ての鉄骨造建築物で、建築物にダンパー等は設置されていな

い。 

図 3.2-5(a)に東北地方太平洋沖地震本震の加速度記録を、図 3.2-5(b)に、東北地方太平洋沖地震

本震のスペクトル比（20F/1F）を示す。0.5Hz付近に 1次モードのピークが、1.5Hz付近に 2次モード

のピークが見られる。得られた強震記録を 30秒ごとに 10分割して、区間ごとに固有振動数と減衰定

数を求めた。同定結果を図 3.2-5(c)と図 3.2-5(d)に示す。1次振動数は、地震の最中に初期値に比べ

て 10％程度低下している。1次減衰定数については、ばらつきがあるものの、1-4%前後の値をとって

いる。 
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図 3.2-5(a)  1Fと 20Fの加速度記録 
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図 3.2-5(b)  フーリエスペクトル比(20F/1F) 



3-15 

 

図 3.2-5(c)  2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(208方向) 

 

 

図 3.2-5(d)  2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(298方向) 
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(6) 建物 F 

建物 F は東京都に建設された 20 階建ての鉄骨造建築物で、建築物にダンパー等は設置されていな

い。 

図 3.2-6(a)に東北地方太平洋沖地震本震の加速度記録を、図 3.2-6(b)に、東北地方太平洋沖地震

本震のスペクトル比（19F/1F）を示す。0.5Hz付近に 1次モードのピークが、1.5Hz付近に 2次モード

のピークが見られる。得られた強震記録を 30秒ごとに 10分割して、区間ごとに固有振動数と減衰定

数を求めた。同定結果を図 3.2-6(c)と図 3.2-6(d)に示す。1次振動数は、地震の最中に初期値に比べ

て 5-7％程度低下している。1次減衰定数については、ばらつきがあるものの、振幅が小さいところで

2%前後の値をとり、振幅の増加とともに 4%程度まで増加している。 
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図 3.2-6(a)  1Fと 19Fの加速度記録 
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図 3.2-6(b)  フーリエスペクトル比(19F/1F) 
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図 3.2-6(c)  2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(208方向) 

 

 

図 3.2-6(d)  2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(298方向) 
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(7) 建物 G 

建物 G は神奈川県に建設された 23 階建ての鉄骨造建築物で、建築物にダンパー等は設置されてい

ない。 

図 3.2-7(a)に東北地方太平洋沖地震本震の加速度記録を、図 3.2-7(b)に、東北地方太平洋沖地震

本震のスペクトル比（23F/B2F）を示す。加速度記録とスペクトル比を見ると、303 方向については、

センサーの不調のため、正確な記録が得られていない。213方向については、0.4Hz付近に 1次モード

のピークが、1.4Hz付近に 2次モードのピークが見られる。得られた強震記録を 30秒ごとに 10分割

して、区間ごとに固有振動数と減衰定数を求めた。同定結果を図 3.2-7(c)に示す。1次振動数は、地

震の最中に初期値に比べて 10％程度低下している。1次減衰定数については、ばらつきがあるものの、

2-4%前後の値をとっている。 
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図 3.2-7(a)  B2Fと 23Fの加速度記録 

 

 

図 3.2-7(b)  フーリエスペクトル比(23F/B2F) 
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図 3.2-7(c)  2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(213方向) 
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 (8) 建物 H 

建物 H は大阪府に建設された 15 階建ての鉄骨造建築物で、建築物にダンパー等は設置されていな

い。 

図 3.2-8(a)に東北地方太平洋沖地震本震の加速度記録を、図 3.2-8(b)に、東北地方太平洋沖地震

本震のスペクトル比（P3F/B3F）を示す。0.6-0.7Hz付近に 1次モードのピークが、2Hz付近に 2次モ

ードのピークが見られる。得られた強震記録を 15秒ごとに 10分割して、区間ごとに固有振動数と減

衰定数を求めた。同定結果を図 3.2-8(c)と図 3.2-8(d)に示す。1次振動数は、地震の最中にほとんど

変化していない。1次減衰定数については、ばらつきがあるものの、1-3%前後の値をとっている。 
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図 3.2-8(a)  B3Fと P3Fの加速度記録 
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図 3.2-8(b)  フーリエスペクトル比(P3F/B3F) 
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図 3.2-8(c)  2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(189方向) 

 

図 3.2-8(d)  2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(279方向) 
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(9) 建物 I 

建物 I は大阪府に建設された地上 52 階塔屋 3 階の鉄骨造建築物で、建築物にダンパー等は設置さ

れていない。 

図 3.2-9(a)に東北地方太平洋沖地震本震の加速度記録を、図 3.2-9(b)に、東北地方太平洋沖地震

本震のスペクトル比（52F/1F）を示す。0.15Hz付近に 1次モードのピークが、0.5Hz付近に 2次モー

ドのピークが見られる。得られた強震記録を 60秒ごとに 10分割して、区間ごとに固有振動数と減衰

定数を求めた。同定結果を図 3.2-9(c)に示す。1次振動数は、地震の最中にほとんど変化していない。

1次減衰定数については、ばらつきがあるものの、1-3%程度の値をとっている。 
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図 3.2-9(a)  1Fと 52Fの加速度記録 
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図 3.2-9(b)  フーリエスペクトル比(52F/1F) 



3-23 

 

図 3.2-9(c)  2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(229方向) 
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(10) 建物 J 

建物 J は東京都に建設された 37 階建ての鉄筋コンクリート造建築物で、建築物にダンパー等は設

置されていない。 

図 3.2-10(a)に東北地方太平洋沖地震本震の加速度記録を、図 3.2-10(b)に、東北地方太平洋沖地

震本震のスペクトル比（37F/1F）を示す。0.4～0.45Hz 付近に 1 次モードのピークが、1.2Hz～1.5Hz

付近に 2次モードのピークが見られる。得られた強震記録を 30秒ごとに 10分割して、区間ごとに固

有振動数と減衰定数を求めた。同定結果を図 3.2-11(c)と図 3.2-11(d)に示す。1次振動数は、地震の

最中に初期値に比べて 25％程度低下している。1次減衰定数については、ばらつきがあるものの、2-5%

前後の値をとっている。区間ごとに求めた刺激関数を図 3.2-11(e)と図 3.2-11(f)に示す。刺激関数は

区間により変化しておらず、一定の値をとっている。 

本建築物においては、2007年 5月より継続的に強震観測を行っており、東北地方太平洋沖地震本震

を含め約 130の記録が得られている。これらの全ての記録を用いてシステム同定を行い、建築物にお

ける振動特性の時系列変化を、図 3.2-11(g)～図 3.2-11(h)に示した。固有振動数については、東北地

方太平洋沖地震本震を境にして、20%程度低下していることが分かる。減衰定数は、東北地方太平洋沖

地震本震前には、1-2%程度であったが、地震後に 2-4%程度に増加している傾向が見られる。固有振動

数と減衰定数の変化は、雑壁等におけるひび割れの発生などによると考えられる 3-2)。 
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図 3.2-10(a)  1Fと 37Fの加速度記録 
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図 3.2-10(b)  フーリエスペクトル比(37F/1F) 

 

 

図 3.2-10 (c)  2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(180方向) 
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図 3.2-10 (d)  2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(270方向) 

 

 

図 3.2-10 (e)  2011年東北地方太平洋沖地震における 1次刺激関数の変化(180方向) 
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図 3.2-10 (f)  2011年東北地方太平洋沖地震における 2次刺激関数の変化(180方向) 
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図 3.2-10 (g)  2011年東北地方太平洋沖地震前後の固有振動数の変化(180方向) 
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図 3.2-10 (h)  2011年東北地方太平洋沖地震前後の減衰定数の変化(180方向) 
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3.3 免震建築物の振動特性 

 ここでは、東北地方太平洋沖地震本震を含む強震観測記録を用いて、免震建築物の振動特性の同定

を行う。適用した同定手法は、部分空間法のひとつである N4SID法（Numerical algorithm for Subspace 

based State-Space System IDentification method）3-1)である。 

 

3.3.1 対象建築物と強震記録の概要 

 同定の対象としたのは、独立行政法人建築研究所が観測している免震建築物 3棟である。建築物の

概要を表 3.3-1に示す。また、強震記録の一覧を表 3.3-2に示す。 

 

表 3.3-1 対象建築物 

名称 所在地 階数 構造形式 免震装置 

建物 K 青森県 

地上 10階 

地下 1階 

塔屋 1階 

鉄骨鉄筋コンクリート造(一

部鉄骨)フレーム構造 
鉛プラグ入り積層ゴム (14基) 

建物 L 茨城県 地上 7 階 

プレキャストプレストレスト

コンクリート造(一部鉄骨)フ

レーム構造 

天然ゴム系積層ゴム (11基) 

鉛プラグ入り積層ゴム (45基) 

鋼材ダンパー一体型積層ゴム(9基) 

建物 M 東京都 

地上 11階 

地下 2階 

塔屋 2階 

鉄骨鉄筋コンクリート造フレ

ーム構造 

天然ゴム系積層ゴム (50基) 

鉛プラグ入り積層ゴム (48基) 

オイルダンパー(20基) 

建物 Lには地下階はないが、以下では建築物基礎上(免震層下部）のことを B1Fと示す。 

建物Mは、得られた全ての強震記録を対象に同定を行った。他は東北地方太平洋沖地震本震のみを対象に同定を行った。 

 

表 3.3-2 免震建築物の強震記録一覧 

名称 
Δ 

(km) 
IJMA 

設置 

方位 
位置 

最大加速度 (cm/s2) 

H1 H2 V 

建物 K 292 5.2 164° 

B1F 100 104 58 

01F 91 122 73 

10F 120 123 206 

建物 L 334 5.2* 004° 

B1F* 327 233 122 

01F 92 76 198 

06F 126 91 243 

建物 M 386 4.5* 208° 

B2F 104 91 58 

B1F 55 41 62 

12F 94 82 104 
注) Δ: 震央距離, IJMA : 計測震度(*印は建築物基礎部の、他は地表のセンサーの記録から算出気象庁の方法で算出), 設

置方位: 北から東回りに測った方位, H1, H2, V : 水平 1(設置方位), 水平 2(設置方位に直交)及び鉛直方向の最大

加速度 

 

3.3.2 システム同定の概要 

入力（地下階または 1階）と応答（上層階）の加速度記録を用いて、システム同定手法により固有

振動数と減衰定数の同定を行う。地震動データに対して N4SID法 3-1)によるパラメータ同定を行う。手
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法は、3.2.2に示された方法と同様である。モデル次数（3.2.2参照）に関しては、次数を 10から 30

に変化させて、インパルス応答のハンケル行列の特異値が急に小さくなるような次数を選択した。 

入力を免震層の下部とした場合には、免震層を含めた全体系の特性の評価を行う。入力を免震層の

上部とした場合には、免震層を含まない上部構造の特性の評価を行う。 

 

3.3.3 振動特性の同定結果 

(1) 建物 K 

建物 Kは青森県に建設された 10階建ての免震建築物である。 

表 3.3-1を見ると、地下 1階の加速度に比べて、1階の加速度は 10-20%低減しており、若干の免震

効果が見られる。 

図 3.3-1 (a)に東北地方太平洋沖地震本震の加速度記録を、図 3.3-1(b)に、東北地方太平洋沖地震

本震の免震層の変位(時刻歴)を示した。免震層における最大変位は2cm程度となっている。図3.3-1(c)

にスペクトル比（10F/B1F）を、図 3.3-1(d)にスペクトル比（10F/01F）を示す。得られた強震記録を

30秒ごとに 10分割して、区間ごとに固有振動数と減衰定数を求めた。図 3.3-1(e)に免震層を含む全

体系の同定結果を、図 3.3-1(f)に免震層を含まない上部構造の同定結果を示す。全体系の 1次振動数

は、地震の最中に 15%程度低下している。全体系の 1 次減衰定数については、振幅が大きいところで

20%程度の値に増加している。上部構造の 1次振動数は、地震の最中に 10%程度低下し、上部構造の減

衰定数は 5-10%程度の値をとる。 
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図 3.3-1(a)  B1F、1Fと 10Fの加速度記録 
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図 3.3-1(b) 免震層の変位(時刻歴) 
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図 3.3-1(c) フーリエスペクトル比(10F/B1F), 

免震層を含めた全体系の特性 
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図 3.3-1(d) フーリエスペクトル比(10F/01F), 

上部構造の特性 
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図 3.3-1(e) 免震層を含めた全体系（10F/B1F）の振動数・減衰定数の変化(164方向) 

 

 

図 3.3-1(f)  上部構造（10F/1F）の振動数・減衰定数の変化(164方向) 
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(2) 建物 L 

建物 Lは茨城県に建設された 7階建ての免震建築物である。本建築物には地下階はないが、以下で

は建築物基礎上(免震層下部）のことを B1Fと示す。 

表 3.3-1を見ると、地下 1階の加速度に比べて、1階の加速度は 1/3程度に低減しており、明確な

免震効果が見られる。 

図 3.3-2 (a)に東北地方太平洋沖地震本震の加速度記録を、図 3.3-2(b)に、東北地方太平洋沖地震

本震の免震層の変位(時刻歴)を示した。免震層における最大変位は 5-6cm 程度となっている。図

3.3-2(c)にスペクトル比（6F/B1F）を、図 3.3-2(d)にスペクトル比（6F/1F）を示す。得られた強震

記録を 30秒ごとに 10分割して、区間ごとに固有振動数と減衰定数を求めた。図 3.3-2(e)に免震層を

含む全体系の同定結果を、図 3.3-2(f)に免震層を含まない上部構造の同定結果を示す。全体系の 1次

振動数は、地震の最中に 55%程度低下している。全体系の 1 次減衰定数については、振幅が大きいと

ころで 60%程度の値に増加している。上部構造の 1次振動数は、地震の最中に 10%程度低下し、上部構

造の減衰定数は 2-5%程度の値をとる。 
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図 3.3-2(a)  B1F、1Fと 4Fの加速度記録 
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図 3.3-2(b) 免震層の変位(時刻歴) 



3-34 

 

Fourier Spectral Ratio (Time:0-320s, Parzen:0.05Hz)
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図 3.3-2(c) フーリエスペクトル比(06F/B1F), 

免震層を含めた全体系の特性 
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図 3.3-2(d) フーリエスペクトル比(06F/01F), 

上部構造の特性 

 

 

図 3.3-2(e) 免震層を含めた全体系（6 F/B1F）の振動数・減衰定数の変化(004 方向) 
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図 3.3-2(f)  上部構造（6F/1F）の振動数・減衰定数の変化(004方向) 

 

(3) 建物 M 

建物 Mは東京都に建設された 11階建ての免震建築物である。表 3.3-1を見ると、地下 2階の加速

度に比べて、地下 1階の加速度は半分程度に低減しており、明確な免震効果が見られる。 

図 3.3-3 (a)に東北地方太平洋沖地震本震の加速度記録を、図 3.3-3(b)に、東北地方太平洋沖地震

本震の免震層の変位(時刻歴)を示した。免震層における最大変位は 4-5cm 程度となっている。図

3.3-3(c)にスペクトル比（12F/B2F）を、図 3.3-3(d)にスペクトル比（12F/B1F）を示す。得られた強

震記録を 30秒ごとに 10分割して、区間ごとに固有振動数と減衰定数を求めた。図 3.3-3(e)に免震層

を含む全体系の同定結果を、図 3.3-3(f)に免震層を含まない上部構造の同定結果を示す。全体系の 1

次振動数は、地震の最中に 35%程度低下している。全体系の 1 次減衰定数については、振幅が大きい

ところで 60%程度の値に増加している。上部構造の 1次振動数は、地震の最中に 10%程度低下し、上部

構造の減衰定数は 2-4%程度の値をとる。 

本建築物においては、2003年 6月より継続的に強震観測を行っており、東北地方太平洋沖地震本震

を含め約 300の記録が得られている。これらの全ての記録を用いてシステム同定を行い、建築物にお

ける振動特性の時系列変化を、図 3.3-3(g)～図 3.3-3(i)に示した。固有振動数については、東北地方

太平洋沖地震本震を境にして、5-10%程度低下しているが、その後徐々に元の値に近づいていることが

分かる。全体系の減衰定数は、東北地方太平洋沖地震本震時に、60%程度の大きな値をとっているが、

地震前後での変化は見られず、2-10%程度の値をとっている。上部構造の減衰定数は 1.5-3%程度の値

をとっており、本震前後での変化は見られない。免震層の最大変位と固有振動数・減衰定数との関係

を図 3.3-3(j)～図 3.3-3(k)に示す。図 3.3-3(j)においては、1次固有振動数は免震層の最大変位によ

り変化しており、地震の前後で振動数が 5%程度低下していることが分かる。図 3.3-3(k)の減衰定数は、
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ばらつきが大きいものの、免震層の最大変位が大きいほど減衰定数が大きくなる傾向が見られる。ま

た、減衰定数の振幅依存性に関しては、東北地方太平洋沖地震の前後で明確な差は見られなかった。 
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図 3.3-3(a)  B2F、B1Fと 12Fの加速度記録 
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図 3.3-3(b) 免震層の変位(時刻歴) 
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Fourier Spectral Ratio (Time:0-320s, Parzen:0.05Hz)
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図 3.3-3(c) フーリエスペクトル比(12F/B2F), 

免震層を含めた全体系の特性 
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図 3.3-3(d) フーリエスペクトル比(12F/B1F), 

上部構造の特性 

 

 

図 3.3-3(e) 免震層を含めた全体系（12F/B2F）の振動数・減衰定数の変化(208方向) 
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図 3.3-3(f)  上部構造（12F/B1F）の振動数・減衰定数の変化(208方向) 
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図 3.3-3(g)  2011年東北地方太平洋沖地震前後の固有振動数の変化(208方向) 
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図 3.3-3(h)  2011年東北地方太平洋沖地震前後の全体系の減衰定数の変化(208方向) 
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図 3.3-3(i)  2011年東北地方太平洋沖地震前後の上部構造の減衰定数の変化(208方向) 
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図 3.3-3(j)  免震層の最大変位と全体系（12F/B2F）固有振動数の関係(208方向) 
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図 3.3-3(k)  免震層の最大変位と全体系（12F/B2F）減衰定数の関係(208方向) 
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3.4 中低層一般建築物の振動特性 

 ここでは、東北地方太平洋沖地震本震を含む強震観測記録を用いて、中低層一般建築物の振動特性

の同定を行う。適用した同定手法は、ARXモデル 3-3）を使ったパラメータ同定である。 

 

3.4.1 対象建築物の概要 

 同定の対象としたのは、建研が観測している中低層一般建築物 4棟である。建築物の概要を表 3.4-1

に示す。 

 

表 3.4-1 対象建築物 

名称 所在地 階数 構造種別 

建物 N 宮城県 地上 9階 鉄骨鉄筋コンクリート造 

建物 O 福島県 地上 8 階、塔屋 2 階、地下 2 階 鉄骨鉄筋コンクリート造 

建物 P 茨城県 地上 8階、塔屋 1階、地下 1階 鉄骨鉄筋コンクリート造 

建物 Q 千葉県 地上 6階、塔屋 2階、地下 1階 鉄筋コンクリート造 

建物 Pは、得られた全ての強震記録を対象に同定を行った。 

他は東北地方太平洋沖地震本震のみを対象に同定を行った。 

 

3.4.2 システム同定の概要 

入力（地下階または 1階）と応答（上層階）の加速度記録を用いて、システム同定手法により固有

振動数と減衰定数の同定を行う。地震動データに対して ARXモデル 3-3）によるパラメータ同定を行う。 

ARXのモデル構造は 

)1(...)()(...)1()( 11  bknkan nntubntubntyatyaty
ba

 

と表される。これは，現在の出力 y(t) を有限個の過去の出力デ－タ y(t-k) と入力デ－タ u(t-k) に

関連づけるものである。ここで，na，nb，nkはともにモデル次数である。ARX の同定によりモデル構造

係数 ajと bjを推定する。ここで，A(q)および B(q)を 
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となり，これらにより固有振動数 fjと減衰定数 hj，刺激関数βujが求まる 3-4）。 

モデル次数は na=10～30（偶数），nb＝na+1，nk＝0に変化させて，AIC（赤池情報量規範 3-5）：最尤推定

法で得られるモデルの悪さを測る指標）が最小あるいは最小に近くなるものを用いた。 

 

3.4.3 振動特性の同定結果 

(1) 建物 N 

建物 Nは宮城県に建設された 9階建ての鉄骨鉄筋コンクリート造建築物である。 

図 3.4-1 (a)に東北地方太平洋沖地震本震の加速度記録を、図 3.4-1(b)に、東北地方太平洋沖地震

本震のスペクトル比（9F/1F）を示す。0.8Hz付近に 1次モードのピークが見られる。得られた強震記

録を 30秒ごとに 10分割して、区間ごとに固有振動数と減衰定数を求めた。同定結果を図 3.4-1(c)と

図 3.4-1(d)に示す。192方向の 1次振動数は、地震の最中に初期値に比べて半分程度に低下しており、

282 方向は初期値に比べ 30%程度低下している。1 次減衰定数については、ばらつきがあるものの、

15-30%程度に上昇する傾向が見られる。 

文献 3-6)によると対象建築物の 4隅の外柱がすべて大破しており、大きく振動特性が変化したもの

と考えられる。 
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図 3.4-1(a)  1Fと 9Fの加速度記録 
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図 3.4-1(b)  フーリエスペクトル比(9F/1F) 

 

 

図 3.4-2(c) 2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(192方向) 
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図 3.4-2(d) 2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(282方向) 

 

 (2) 建物 O 

建物 Oは福島県に建設された 8階建ての鉄骨鉄筋コンクリート造建築物である。 

図 3.4-2 (a)に東北地方太平洋沖地震本震の加速度記録を、図 3.4-2(b)に、東北地方太平洋沖地震

本震のスペクトル比（P1F/B1F）を示す。1.1Hz付近と 1.6Hz付近に 1次モードのピークが見られる。

得られた強震記録を 15秒ごとに 10分割して、区間ごとに固有振動数と減衰定数を求めた。同定結果

を図 3.4-2(c)と図 3.4-2(d)に示す。1次振動数は、地震の最中に初期値に比べて 45%程度低下してい

る。1次減衰定数については、ばらつきがあるものの、5-10%程度の値をとっている。 

文献 3-7)によると、対象建築物はコンクリート壁等に亀裂が発生しており、そのため、振動特性が

変化したと考えられる。 
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図 3.4-2(a)  B1Fと P1Fの加速度記録 
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Fourier Spectral Ratio (Time:0-160s, Parzen:0.05Hz)
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図 3.4-2(b)  フーリエスペクトル比(P1F/B1F) 

 

 

図 3.4-2(c) 2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(180方向) 
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図 3.4-2(d) 2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(270方向) 

 

 (3) 建物 P 

建物 Pは茨城県に建設された 8階建ての鉄骨鉄筋コンクリート造建築物である。 

図 3.4-3 (a)に東北地方太平洋沖地震本震の加速度記録を、図 3.4-3(b)に、東北地方太平洋沖地震

本震のスペクトル比（8F/B1F）を示す。1Hz 付近に 1 次モードのピークが見られる。得られた強震記

録を 30秒ごとに 10分割して、区間ごとに固有振動数と減衰定数を求めた。同定結果を図 3.4-3(c)と

図 3.4-3(d)に示す。1次振動数は、地震の最中に初期値に比べて 30%程度低下している。1次減衰定数

については、ばらつきがあるものの、2-5%程度の値をとっている。 

本建築物においては、1998年 6月より継続的に強震観測を行っており、東北地方太平洋沖地震本震

を含め約 600の記録が得られている。これらの全ての記録を用いてシステム同定を行い、建築物にお

ける振動特性の時系列変化を、図 3.4-3(e)～図 3.4-3(f)に示した。1次固有振動数については、竣工

直後より徐々に低下し、ある時期より 1.4Hz程度の安定した値をとっていたが、東北地方太平洋沖地

震本震を境にして、1次固有振動数が 1.0H程度に低下している。1次減衰定数は、ばらつきが大きい

が、地震前には 2%前後であったのが、地震後 3%前後に増加している。 

本建築物においては、震災後の目視調査により雑壁等に多くのひび割れが確認された。そのため、

振動数が低下し、減衰定数が増加したと考えられる。 
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図 3.4-3(a)  B1Fと 8Fの加速度記録 

 

Fourier Spectral Ratio (Time:0-320s, Parzen:0.05Hz)

0.1

0.5

1

5

10

20

S
p

e
c
tr

a
l 
R

a
ti
o

0 5 10
Frequency (Hz)

180-8F/180-BF
270-8F/270-BF

 

図 3.4-3(b)  フーリエスペクトル比(8F/B1F) 
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図 3.4-3(c) 2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(180方向、8F/B1F) 

 

 

図 3.4-3(d) 2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(270方向、8F/B1F) 
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図 3.4-3(e)  2011年東北地方太平洋沖地震前後の固有振動数の変化(180方向) 
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図 3.4-3(f)  2011年東北地方太平洋沖地震前後の減衰定数の変化(180方向) 

 

 

 

(4) 建物 Q 

建物 Qは千葉県に建設された 6階建ての鉄筋コンクリート造建築物である。 

図 3.4-4 (a)に東北地方太平洋沖地震本震の加速度記録を、図 3.4-4(b)に、東北地方太平洋沖地震

本震のスペクトル比（P1F/B1F）を示す。1.7Hz付近と 2.3Hz付近に 1次モードのピークが見られる。

得られた強震記録を 30秒ごとに 10分割して、区間ごとに固有振動数と減衰定数を求めた。同定結果

を図 3.4-4(c)と図 3.4-4(d)に示す。1次振動数は、地震の最中に初期値に比べて 35%程度低下してい

る。1次減衰定数については、ばらつきがあるものの、2-8%程度の値をとっている。 
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図 3.4-4(a)  B1Fと P1Fの加速度記録 
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図 3.4-4(b)  フーリエスペクトル比(P1F/B1F) 
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図 3.4-4(c) 2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(302方向、P1F/B1F) 

 

 

図 3.4-4(d) 2011年東北地方太平洋沖地震における振動数・減衰定数の変化(32方向、P1F/B1F) 
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3.5 各種建築物の同定結果の傾向について 

 3.2 から 3.4 までで同定された各種建築物の固有振動数と減衰定数について、得られた結果の傾向

を建築物種別ごとに以下に示す。 

 

(1) 超高層建築物： 

 東北地方太平洋沖地震を対象に各鉄骨造超高層建築物の固有振動数の同定を行い、地震中に変化し

た固有振動数の範囲を図 3.5-1 に示す。鉄骨造超高層建築物において、1 次固有振動数は、東北地方

や関東地方に立地する建築物においては地震の最中に 5%から 15%程度変化している。また、近畿地方

に立地する建築物においては、1 次固有振動数は 2-3%程度変化している。もっとも震源に近い建物 A

の振動数の変化は 5%程度であり、震源に近ければ振動数の変化が大きいとも限らないが、近畿に比べ

東北・関東の方が変化が大きくなっている。 

 一方で、鉄筋コンクリート造超高層建築物の建物 Jは、東北地方太平洋沖地震の最中に固有振動数

が 25%程度低下しており、鉄骨造建築物に比べて、低下率が大きくなっている。これは、雑壁等にお

けるひび割れの発生など 3-2)によると考えられる。 
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（建物 Aが東北地方、建物 B～Gが関東地方、建物 H,Iが近畿地方） 

図 3.5-1 鉄骨造超高層建築物の 1次固有振動数の範囲 

  

鉄骨造超高層建築物の固有周期と減衰定数の関係を、図 3.5-2に示す。鉄骨造超高層建築物の 1次

減衰定数は、おおむね 1-3%の範囲に分布しており、固有周期と減衰定数の積は、３から６の範囲の値

をとっている。 
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図 3.5-2 鉄骨造超高層建築物の 1次固有周期と減衰定数の関係 

 

 日本建築学会では文献 3-8)で、実測データに基づく減衰定数について、整理してまとめている。鉄

骨造建築物の結果を図 3.5-3に示す。対象建築物が多いため、ばらつきが大きくなっているが、今回

の結果はおおむね図 3.5-3の範囲に収まっているが、減衰定数の値がやや大きめになっている。これ

は、日本建築学会のデータは、常時微動測定や起振機実験の結果など様々なデータが含まれるのに対

して、今回の結果は東北地方太平洋沖地震の結果を対象にしているため、今回の結果の方が大振幅で

あるためと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5-3 1次固有周期と減衰定数の関係 3-8) 

 

(2) 免震建築物： 

 東北地方太平洋沖地震を対象に各免震建築物の固有振動数の同定を行い、地震中に変化した固有振

動数の範囲を図 3.5-4 に示す。免震建築物において、1 次固有振動数は、東北地方や関東地方に立地

する建築物においては地震の最中に 15%から 45%程度低下している。振動数の低下率は、建築物によっ

て大きく異なるが、地震中の免震装置の寄与の度合いによって異なるものと考えられる。 
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図 3.5-4 免震建築物の 1次固有振動数の範囲 

 

(3) 中低層一般建築物： 

 東北地方太平洋沖地震を対象に各中低層一般建築物の固有振動数の同定を行い、地震中に変化した

固有振動数の範囲を図 3.5-5に示す。これらの中低層建築物は全て鉄骨鉄筋コンクリート造または鉄

筋コンクリート造である。これらの建築物において、1 次固有振動数は、東北地方に立地する建築物

においては地震の最中に 5 割程度低下している。また、関東地方に立地する建築物においては、1 次

固有振動数は 3割程度低下している。中低層の鉄骨鉄筋コンクリート造または鉄筋コンクリート造建

築物のため、地震中のひび割れが多く発生しており 3-6),3-7)、固有振動数も大きく低下しているものと

考えられる。 
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図 3.5-5 中低層一般建築物の 1次固有振動数の範囲 
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3.6 まとめ 

 建築研究所が強震観測を実施している建築物のうち、2011年東北地方太平洋沖地震において、強震

記録が観測された宮城県から大阪府までの範囲に建設されている超高層建築物 10 棟、免震建築物 3

棟、中低層一般建築物 4棟について、強震記録を用いたシステム同定を行い、建築物の振動特性を評

価した。得られた知見を以下に示す。 

 

(1)超高層建築物： 

 鉄骨造超高層建築物において、1 次固有振動数は、東北地方や関東地方に立地する建築物において

は地震の最中に 5%から 15%程度変化している。また、近畿地方に立地する建築物においては、1 次固

有振動数は 2-3%程度変化している。 

 一方で、鉄筋コンクリート造超高層建築物の建物 Jは、東北地方太平洋沖地震の最中に固有振動数

が 25%程度低下しており、鉄骨造建築物に比べて、低下率が大きくなっている。 

 減衰定数に関しては、鉄骨造超高層建築物においては、東北地方太平洋沖地震を境に大きな変化は

みられなかったが、鉄筋コンクリート造超高層建築物においては、東北地方太平洋沖地震後、減衰定

数が大きくなる傾向が見られた。 

  

(2)免震建築物： 

 免震建築物において、1 次固有振動数は、東北地方や関東地方に立地する建築物においては地震の

最中に 15%から 45%程度低下している。振動数の低下率は、建築物によって大きく異なるが、地震中の

免震装置の寄与の度合いによって異なるものと考えられる。建物 Lと建物 Mにおいては、主要動付近

で全体系の減衰定数が 60%程度に上昇する傾向が見られる。 

 

(3) 中低層一般建築物： 

 対象とした中低層建築物は、全て鉄骨鉄筋コンクリート造または鉄筋コンクリート造であり、これ

らの建築物において、1 次固有振動数は、東北地方に立地する建築物においては地震の最中に 5 割程

度低下している。また、関東地方に立地する建築物においては、1 次固有振動数は 3 割程度低下して

いる。 
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